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発達臨床支援における「オンライン発達行動支援」の	
対人相互作用への効果の分析

東　美穂

研究の背景
遠隔支援とは，さまざまな情報技術や情報コミュニケーション技術を活用して，遠隔地にいる要支援

者にサービスを提供すること（村中・竹林，2021）である。その中で，自閉スペクトラム症（Autism	
spectrum	disorder:	ASD）を対象とした支援（診断評価，早期介入，応用行動分析，機能分析，機能的
コミュニケーション訓練，親訓練など）について，遠隔式は対面式と同等かそれ以上に効果的であるこ
とが示されており（Ellison,	Guidry,	Picou,	Adenuga,	&	Davis,	2021）,	遠隔支援の可能性が拡充してい
る。しかし，具体的な支援方法については，各プログラムの効果的な構成要素及び実施手順のフィデリ
ティ（fidelity）に影響を与える要素を明らかにする必要がある（Unholz-Boeden,	McComas,	McMaster,	
Girter,	Kolb,	&	Shipchamdler,	2020）。これらの課題を含め，更なる知見を蓄積することで，居住地を
問わず参加できる遠隔支援の確立に繋がるだろう。

ASDを含む発達障害をもつ子どもへの支援において，特に就学移行期にある子どもは，切れ目のな
い支援が必要とされる。東・冨樫・大森・山本（2021）は，就学移行期にある幼稚園年長の発達障害児
とその保護者を対象に遠隔支援（オンライン発達行動支援）を実施した。支援者が言語コミュニケー
ション行動を獲得するための家庭教材を貸与したタブレット端末に遠隔配信し，家庭で保護者が子ども
に実施することで，子どもの言語コミュニケーション行動が増加したと報告している。加えて，保護者
の満足度の高さ，負担度の低さ，保護者の実施手順のフィデリティの高さが示されており，家庭で導入
しやすい支援方法として確立した。

これまで実証されてきた遠隔支援を発達支援にどのように活かしていくか検証を行うことは，切れ目
のない支援体制を整え（e-Gov法令検索； 発達障害者支援法第二条の二）,	発達障害児の保護者への支援
体制を整える（e-Gov法令検索； 同法第十三条）上で，大きな社会的な意義があると共に，我が国の発
達支援の選択肢の幅を広げることに貢献できよう。

目的
本研究では，東他（2021）が開発したオンライン発達行動支援の枠組みを応用し，包括的研究を以下

の目的で実施した。（1）オンラインプローブで獲得した言語コミュニケーション行動を遠隔での対人場
面において転移するかどうか検証すること，（2）獲得した言語コミュニケーション行動を日常環境にお
いて活用できるかどうか検証すること，（3）表出性言語に遅れのある子どもに対応可能か検証するため
のリプリケーション・スタディ（replication	study）を実施することを目的とした。これらを通し，ど
のような年齢，特性の参加児に対し，どのような支援方法が適切なのかどうかを明らかにする。
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方法
参加児・者

8名の参加児とその保護者が本研究に参加した。参加児の属性を表1に示した。なお，研究3の参加
児は，研究4にも参加した。

表1.　参加児の属性

オンライン発達行動支援の手続き
東他（2021）が開発したオンライン発達行動支援の手続きを参考に全研究を実施した。本研究では，

以下の手続きを参加児の特性に合わせ組み合わせた。［　］内には，対象の研究を示した。
①申請者が行うオンラインプローブ［研究4-2を除く研究］： オンライン会議システムZoomを用い，週
1回の頻度で実施した。申請者がプローブ教材を用い効果測定を行い，その様子を録画機能にて録画し
た。具体的には，申請者のパソコン画面を参加児のタブレット端末に共有することで教材を提示し，参
加児に音声言語での反応を求めた。
②保護者が行う家庭プローブ［研究3,	4］： 家庭での日常環境下における効果を測定するために保護者
が週4回の頻度で実施した。具体的には，日常環境の中で機会を設定し，その状況下で実践し，その様
子をデジタルメディアプレイヤーで動画撮影した。
③申請者が行うオンライン訓練	［研究4-1］： 週1回の頻度で，標的行動の使用例をモデリングビデオで
提示した。提示方法は①と同様だった。
④保護者が行う家庭訓練	［全研究］：（a）家庭教材を用いた訓練，（b）日常環境下における実践訓練が
あり，参加児に合わせて組み合わせた。（a）では，タブレット端末上のPowerPointアプリに申請者が
週1回の頻度で家庭教材を配信した。（b）では，家庭での日常環境下において，標的行動を生起させる
ための訓練を保護者が実施した。具体的には，プロンプト・フェーディングを行い，参加児の言語反応
を引き出し，その直後に即時強化を行った。両訓練は，保護者に対し，週4回の頻度で実施するよう求
めた。訓練は，1日1回とし，その様子を動画撮影した。保護者は，撮影した動画をクラウドサービス
Boxアプリに送信し，申請者にその旨をメールで連絡した。
⑤保護者が行う行動観察［研究3,	4］：（a）保護者は，標的行動が日常環境の中で生起したかどうか観
察を行い，Googleフォームに記録を入力することで，申請者に提出した。
⑥質問紙評価［研究5］： 保護者は，研究開始前と後にマッカーサー乳幼児言語発達質問紙（綿巻・小
椋，2004）に回答した。

教材
①申請者が操作するプローブ教材［研究4-2を除く研究］，②申請者が操作するロールプレイプローブ

教材［研究1,	5を除く研究］，③申請者が操作するビデオ教材［研究4］，④保護者が操作する家庭教材
［全研究］で構成され，参加児ごとにPowerPointで作成した。教材は，社会スキルを含む言語コミュニ
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ケーション行動に関するカテゴリーで構成された。カテゴリー内には，具体的な状況が設定された課題
が複数含まれた。カテゴリーや課題の内容は，参加児の特性に合わせて作成した。なお，②,	③,	④の
教材では，参加児と一緒に訓練を行うピアとして「みほちゃん」が登場した。「みほちゃん」は，参加
児と同じ年齢の設定とし，申請者が演じた。［研究1］では，髪型や服装を変更し，話し方や仕草も子
どもらしく演じた「未加工みほちゃん」，［研究3,	4］では，SnapCameraのエフェクト機能を用いて申
請者の顔を幼児化させた「加工みほちゃん」であった。

標的行動
家庭，学校場面での言語コミュニケーション行動を標的とした（表2）。具体的な内容は，参加児の

特性や環境に合わせて，その場面や状況，言語内容を個々に設定した。

実験デザイン
研究1,	2,	5は課題間多層プローブ法（Barlow,	Hersen,	&	Nock,	2009）,	研究3,	4は事前・事後評価を用

いた。

表2.　標的行動

全般的手続き
（1）	ベースライン期（BL期）［全研究］： 各訓練は一切行わずに，申請者が実施する週1回のオンライン
プローブ又は保護者が実施する週4回の家庭プローブを行った。なお，オンラインプローブは，全期間
において同様の頻度及び手順で実施した。

（2）	オンライン訓練期［研究4］： 申請者が操作するビデオ教材を用い，「みほちゃん」と参加児で訓練
を週1回行った。

（3）	家庭訓練期	［全研究］：（a）機材の操作は，全て保護者が行った。PowerPointアプリに配信された
家庭教材を開き，スライドショー機能を使って進めた。1日1教材（1カテゴリー分）を週4日実施し，
1回は5～20分だった。	（b）家庭での日常環境下で場面を設定し，保護者が実践練習を行った。1日
1回を週4日実施し，1回は5 ～ 40分だった。

（4）	フォローアップ1期（FU1期）	［全研究］： 家庭訓練終了後，獲得した標的行動の維持を評価した。
BL期と同様の手順だった。

（5）	家庭バックアップ訓練期（家庭BU訓練期）［研究4］： FU期にて達成基準を下回った場合，追加練
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習を家庭で実施した。使用教材及び実施手順は家庭訓練期と同様だった。
（6）	フォローアップ2期（FU2期）	［研究1,	2］： 家庭BU訓練終了後，獲得した標的行動の維持を評価し
た。BL期と同様の手順だった。

結果
以下に，本研究の結果を示す。（　）内には，各期間の正反応率の平均値の推移を参加児ごとに示し

た。
［研究1］　標的行動が獲得され，維持も認められた（AはBL期0%,	家庭訓練期77%,	FU期80%； Bは
BL期0%,	家庭訓練期60%,	FU1期48%,	家庭BU訓練期90%,	FU2期80%）。参加児及び保護者の満足度
は部分的に高く，負担度も部分的に低いことが示された。

［研究2］　標的行動が獲得され，維持も認められた（CはBL期19%,	家庭訓練期83%,	FU期99%； は，	
Dは，BL期0%,	家庭訓練期95%,	FU期90%； Eは，BL期21%,	家庭訓練期86%,	FU期88%）。加えて，

「未加工みほちゃん」との遠隔での対人場面でも同程度の正反応率が示され，行動の転移が実証され
た。参加児及び保護者の満足度は部分的に高く，負担度も部分的に低いことが示された。

［研究3］　標的行動が獲得された（BL期0%,	家庭訓練期100%,	FU期100%）。加えて，「加工みほちゃ
ん」との遠隔での対人場面及び保護者との日常環境場面でも同程度の正反応率が示され，行動の転移が
実証された。

［研究4］　研究4-1では，段階的に標的行動が獲得された。オンラインプローブではすぐに標的行動が
獲得された（BL期0%,	家庭訓練期92%,	FU期100%）が，家庭プローブでは獲得した標的行動が転移し
なかった。しかし，オンライン訓練に家庭訓練（a）及び（b）を融合させることで，日常環境でも同
程度の正反応率が示された。加えて，適切行動の増加と共に不適切行動（大きな声で否定的発言をする
等）が減少した（不適切行動の生起率の平均値の推移： BL期22%,	オンライン訓練期＋家庭訓練期7%,	
FU期0%）。
研究4-2では，標的行動が獲得され（事前0%,	事後100%）,	家庭プローブ場面以外の日常環境下でも同程
度の正反応率が示された。

［研究5］　標的行動が獲得され，維持も認められた（BL期16%,	家庭訓練期79%,	FU期84%）。マッカー
サー乳幼児言語発達質問紙における事前/事後評価では，全領域において語数が増加し，表出性言語は
約10倍に増加した。

考察
本研究では，東他（2021）が開発したオンライン発達行動支援の枠組みを応用し，実証研究を行っ

た。具体的には，遠隔支援で獲得した行動を対人場面でも活用可能かどうか検証し，どのような年齢，
特性の参加児に対して，どのような支援方法が適切なのか検証した。

その結果，機械的なプローブ教材で成果を得た言語コミュニケーション行動は，遠隔及び日常環境で
の対人場面においても転移することが示され，実際の友達場面でも活用されることが期待できる。さら
に，本研究では，就学移行期にあるASD児だけではなく，就学前の表出性言語に遅れのある幼児にも
対応可能であることを実証した。支援者が保護者に家庭での支援方法を教授し，保護者が子どもに支援
を実施するオンライン発達行動支援は，多様な発達特性をもつ子どもに適用可能であると共に，その効
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果が示された。
しかし，実際の友達場面における効果は明らかにされていない。今後は，より現実的な友達場面での

社会スキルに関する介入プログラムの構成要素の検討及び効果の検証を行う必要がある。獲得した社会
スキルを日常環境でも遂行可能にする方法を明らかにすべく，更に研究を発展させていく。
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